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資料２ 検証委員会設置の背景
20260726

第1回 新庁舎整備事業検証委員会

2016.4 熊本地震発生

2018.3 現庁舎の長寿命化、耐震補強に向けた調査検討

・耐震性能調査 ・耐震補強案の検討 ・適正規模の検討
・整備計画（耐震改修、設備改修、現地・移転建替え）等

2020.3 本庁舎整備に関する基本構想策定

・目指すべき姿 ・建替えの必要性 ・現地、移転建替え 等

2020.4 基礎杭及び地下連続壁の効果等の検証

・地下連続壁の評価 ・杭の検証 等

2021.6 熊本市本庁舎等整備の在り方に関する有識者会議

～2023.5 ・求められる機能 ・立地配置の要素 ・財政への影響 等

2021.10 耐震性能分科会

～2022.11 ・２度の耐震性能調査の妥当性
・疑問を呈した専門家の意見と熊本市等の考え方
・防災拠点として求められる耐震性能の目標 等

2023.6 市長表明「建て替えの方針で進める」

2024.8 新庁舎整備に関する基本構想策定

・目指すべき姿 ・規模 ・建設地 ・事業手法 等

2026.1 基本計画（素案）※見直し中

・コンセプト ・施設構成 ・機能 ・規模 ・工事費 等

新庁舎整備に関しては、これまで様々な検討・調査を行い進めてきました

熊本地震での被害を受け、このまま大規模改修を進めて良いのかという

疑問を解消する必要があり、平成２９年に大規模改修に向けた調査を実施

する際に、あわせて防災拠点施設としての耐震性能の有無についても

調査を実施し、現行の建築基準法等が求める耐震性能を有してい

ないことが判明。さらには耐震補強も現実的ではないことを確認。

調査結果に対して疑問を呈す専門家や議会の意見を受け、再度の調査を

実施し、あらためて耐震性能を有していないことを確認

「耐震性能分科会」では、２度の耐震性能調査や調査結果に疑問を呈す

専門家の意見等について、客観的かつ専門的な立場で審議を行い、調査

結果の妥当性を確認。

「熊本市本庁舎等整備の在り方に関する有識者会議」では、耐震性能

分科会の審議結果や、防災や財政への影響、まちづくりなどの観点から

多角的な視点で審議を進め、建替えるべきと答申が示された。

基本構想で、新庁舎の建設地、機能、必要規模等について整理。

その後、基本計画の検討を進め、基本計画（素案）として取りまとめた。

(参考資料３_新庁舎整備基本計画の進捗状況）

★ 2019年5月に、市議会に「庁舎整備に関する特別委員会」が設置され、これまで 計３８回の委員会が開催されています。

熊本地震が発生し、中央区は震度６強を１回・震度５強を１回経験

天井の崩落や窓ガラスの破損、消火管の破損等の被害が発生
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第1回 新庁舎整備事業検証委員会

懸念事項 具体的な意見

１ 整備の必要性
「新庁舎整備より〇〇を優先すべき」

「職員の執務環境の整備に惜しみなく千数百億もの公金を注ぎ込むことはおかしい」

２ 財政負担 「熊本市の財政規模として過剰すぎる」「市財政を懸念する」

３ 必要規模 「ＤＸの進展で自治体の在り方が根本から変わる中、規模や機能は今の計画でよいのか」

４ 整備のあり方 「部署を分散してもいいのではないか」「既存施設を活用し、建替えは最小限にすべき」

５ 市民理解・説明責任 「住民投票などの民意を問う機会を一切与えず、押し通そうとする姿勢は許されない」

懸念項目 具体的な意見

１ 財政負担 「事業費が増加することについて、財政的に問題ではないか」

２ 工事費 「工事費の見込みが甘い」「想定をはるかに超える金額」 

３ 必要規模 「これだけ単価が上がっている中では、もう一度、よく床面積を精査していただきたい」

４ 市民理解・説明責任 「事業費が増えたことを説明すべき」「市民の理解が得られるのか危惧する」

【 市民から寄せられた懸念・意見 】：市民の声、わたしの提言

【 市議会（特別委員会）からの懸念・意見 】

その一方で、事業費が増加したことに対し、市民や市議会から様々な懸念や意見が寄せられています
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必要規模

整備の

必要性

工事費

整備の

あり方

財政負担

床面積の精査結果を
工事費等へ反映

各機能は必要なのか
必要床面積は過剰では

整備する必要があるのか
職員のための整備では

工事費が高すぎる
妥当な額なのか

なぜ分棟するのか
既存施設を活用すべき

市財政は大丈夫なのか
改修の方が有利では

検証結果を踏まえて
基本計画を策定

市民理解

説明責任
検証状況の随時発信、検証結果の市民説明を行う

疑問や意見 分科会と役割分担を図り、検証を進める

市民に説明すべき
市民理解が得られるのか

新庁舎整備事業について、市民や議会から寄せられた懸念や意見に応えるため、
専門家・実務家による検証の場を設けることとしました

新庁舎整備基本計画検討分科会

各機能の必要性を整理の上、必要床面積を精査する

新庁舎整備事業検証委員会

事業全体の妥当性等について検証を行い、
その結果を基本計画の整理・見直しに反映する



4

資料２ 検証委員会設置の背景
20260726 

第1回 新庁舎整備事業検証委員会

新庁舎整備事業

【主な審議・検証内容】

・整備事業の妥当性 ・工事費等の妥当性

・市財政への影響  ・工事費抑制につながる整備手法
※ 既存会議体とは独立した会議体として設置

新庁舎のコンセプト・機能・配置・構成・必要床面積などを整理

新庁舎整備基本計画
検討分科会

有識者
８名

建築設計・まちづくり
防災、景観、福祉
交通、環境、構造、

ＤＸ・働き方

市民
３名

地元代表、公募

まちなか再生・賑わい
波及検討分科会

現庁舎跡地(周辺)
利活用検討分科会

対象エリアの賑わい創出及び回遊性向上、
老朽建築物の建替え促進に関すること

現庁舎跡地（周辺）の
利活用に関すること

庁舎周辺まちづくりプラン（仮称）等検討委員会※

新庁舎の
基本計画に関すること

新庁舎整備基本計画

新築工事費
解体工事費
その他費用
の整理

妥当性等を検証

新庁舎整備事業検証委員会

学識・実務経験者４名 公共政策学・防災、建築積算、地方財政、自治体防災

団体２名 九州地方整備局、県建築協会

既存会議体による基本計画の整理と並行して、検証委員会において事業全体の妥当性等を検証します

熊本市

※現庁舎跡地の利活用、新庁舎と周辺の連携その他の（仮称）庁舎周辺
まちづくりプランの策定及び新庁舎の整備に関し、必要な事項を
審議する。
専門的な個別テーマを審議するため、3つの専門分科会を設置。
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